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第１章 予備調査の概要 

1.1 予備調査の背景・経緯 

 

ブータン王国は、GNP354 百万ドル、一人当たりの GNP が 470 ドル（いずれも 1998 年、世銀アトラス 2000

による）の後発開発途上国である。同国は、インド政府からの援助で建設された水力発電所を中心とする電

源開発を進めており、国内の発電設備容量 444MW のうち、約 430MW（うち、500kW 以下のマイクロ水力の設備

容量計は約 1.3MW）を水力に依存している（2002 年 11 月）。発電電力量の約 75%をインドに輸出しており、

第 8次 5カ年計画期間中（1997 年～2002 年）で見れば、インド向け売電収入は国庫収入の約 45％に達する。 

全国世帯電化率は 30％を下回っており、産業部門（約 71% 南西部工場地帯にあるフェロシリコン、カー

バイド等の産業需要）及び商業部門（約 4%）の消費電力量が全体の約 75%を占め、一般世帯の消費電力量は

約 15%に過ぎない（2001 年現在）。ブータン政府は、2020 年までの全世帯電化達成を第 9 次 5 ヵ年計画以降

における優先課題として掲げ、地方電化事業を推進している。人口の 85％が都市部から離れた地方部に居住

していること、国土全体が急峻な山岳地帯に覆われていること等から、送電線延伸による地方電化の推進は

容易ではない（同国における「地方部」は全国 20 県の各首都を除く国土全域を指し、地方部人口は全体の

85％を占める）。 

かかる状況の下、2000 年 8 月、同国政府より、地方電化の促進、及び、これによる農村地域住民の生活改

善と民生向上を目的とする開発調査実施に係る要請が提出された。要請機関はブータン貿易産業省電力局

（DOP）であった。以下は協力要請の概要（要請書記載内容の骨子）である。 

• 

• 

• 

• 

• 

未電化地域における需要マップの作成 

独立分散型による電化が推奨される地域の風況・太陽光ポテンシャルマップ作成 

未電化地域に対する電力供給計画立案 

地方部における維持管理システム立案 

未電化村落を対象とする電化計画に係る基本設計 

 

 これを受け、JICA は、2002 年 11 月にプロジェクト形成基礎調査（以下、プロ形調査）団を派遣し、要請

背景の確認、協力内容に係る協議を実施し、M/M の署名交換を行った。プロ形調査の結果概要は以下のとお

りである。 

 

（1）要請背景等 

プロ形調査の結果、以下の諸点を背景として、ブータン政府が S/W 締結に向けた協議の実施を強く要望し

ていること、要請案件の実施は同国の国家政策において重要かつ緊急の開発課題解決に大きく資するもので

あること等が確認された。 
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① 2020 年までの 100％電化達成という目標が明確にされ、目標達成のためには、第 10 次 5 カ年計画（2007

年～2012 年）以降、各県の地方部で新たに約 65,000 世帯を電化する必要があるとされているが、その

実現に向けた具体的な長期計画の策定がなされていないこと 

② 従来までの地方電化事業は、主に ADB の支援により、5 ヵ年計画に基づき 5 年毎のプロジェクトを積み

上げていくという手法により実施されてきたが、これは、既存の送電系統を与条件として次の 5 カ年間

で実施すべき配電網延伸計画の F/S を実施し、配電系統の延伸を局地的に実施するものであったこと等

から、既存の電力設備は必ずしも最適なシステム設計に基づくものとなっておらず、最適システム設計

の観点からも長期マスタープランが必要とされていること 

③ これらを背景として、第 9 次 5 ヵ年計画（2002 年から 2007 年）中に、グリッド電化計画及びオフグリ

ッド電化計画から構成される「全国レベルの長期地方電化基本計画」の策定を早急に行い、策定された

長期計画に基づいて、第 10 次 5 ヵ年計画以降の地方電化事業計画具体化に向けた ADB・インド等ドナー

との協議、自主財源確保等の方策を講ずることが政府部内での重要課題とされていること 

 

（2）要請案件に係る先方政府の意向 

プロ形調査の結果、上述した「全国レベルの長期地方電化基本計画」の作成、及びこれに必要とされる技

術移転・カウンターパート機関の能力強化が我が国の協力に期待されているアウトプットであることが確認

された。先方と共同して作成した TOR 修正案（M/M に記載）の骨子は以下のとおり。 

 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

電力需給構造と電力供給に係るコスト効率性の評価 

地方村落における電化ニーズと電化のインパクトの確認  

地理情報処理（GIS）技術を活用した未電化地域の需要マップの作成 

2020 年を目標年限とするグリッド及びオフグリッドの組み合わせによるコスト積算を含む地方電力供

給計画の策定 

地方部での電力供給についてのオペレーション、メンテナンスのための組織・ガイドラインに係る提言 

遠隔地における電力供給システムを自立的に維持するための社会開発プログラムの提言 

 

(3) 実施機関 

 要請提出当時の貿易産業省電力局（DOP）は、電力セクター改革により、2002 年 7 月に、政策立案、計画

策定、電力事業実施に係る財源確保、及びブータン電力公社に対する補助金給付等を担当するエネルギー局

（DOE）、送変配電設備の整備・維持管理、電力料金徴収、及び設備容量 20MW 未満の水力発電所建設・維持

管理等を担当するブータン電力公社（BPC）（100％国有）、電力料金に係る許認可等の規制を担当するブータ

ン電力規制庁（BEA）に分割されたことが確認された。 
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1.2 団員構成 

 

(1) 総括  丹羽 顕  JICA国際協力専門員 

(2) 調査企画  立松 信吾 JICA工業開発調査部資源開発調査課 

(3) 地方電化計画 大瀧 克彦 プロアクトインターナショナル（株） 

(4) 送配電計画  大河原 邦夫 （株）エーエスエンジニアリング 

(5) 環境  池 知彦  イーアンドイーソリューションズ（株） 

(6) 開発資金計画 米田 元  JBIC開発第3部第3班調査役 
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1.3 日程 

  

日順 月日  調査内容 宿泊先 

1 6/16（Mon）  移動 成田→バンコク 1100-1530 TG641（全団員） バンコク

2 6/17（Tue）  

移動 バンコク→パロ 0650-1010 KB121（全団員） 

移動 パロ→ティンプー 陸路移動（全団員） 

・JICA 事務所訪問、団内協議 

AM 
・エネルギー省（DOE）打ち合わせ 

・計画委員会（PC)との意見交換 
3 6/18（Wed） 

PM 
・貿易産業省エネルギー局（DOE）打ち合わせ 

・ADB コンサルタントからの情報収集 

AM 

・電力公社（BPC）打ち合わせ データ収集 

・内務省測量局での GIS Map 作業状況調査 

・内務省戸籍登記局で住宅、人口データ収集状況の調査 

PM 

１班 

・NORAD 調査プロジェクトマネージャーからの情報収集 

・DOE 水力課との意見交換 

・DOE 太陽光課との意見交換 

4 6/19（Thu） 

PM 

2 班 

・環境委員会からの情報収集 

・森林省からの情報収集 

5 6/20（Fri）  

・合同協議（DOE・BPC） 

・JICA 事務所中間報告 

・追加データ収集（BPC、BEA、UNDP、通信省道路局など） 

6 6/21（Sat）  ・団内協議、S/W 案・M/M 案修正等 

１班 
・資料整理、報告書作成 

移動 パロ→ティンプー 陸路移動（米田団員） 7 6/22（Sun） 

2 班 移動 ティンプー→プナカ県 

１班 
・BPC、ADB、NORAD からの資料収集 

移動 パロ→ダッカ 0700-0800 KB126（米田団員） 
8 6/23（Mon） 

2 班 
・プナカ県調査（県庁、BPC 事務所）  

移動 プナカ県→ティンプー 

9 6/24（Tue）  

・DOE との打ち合わせ 

・BPC との打ち合わせ 

・追加データ収集（民間コンサルなど） 

10 6/25（Wed）  ・S/W 協議、M/M 協議、S/W 案・M/M 案修正等 

11 6/26（Thu）  
・S/W 協議、M/M 協議（合意に至った場合は署名） 

・現地報告書作成 

12 6/27（Fri）  
・JICA 事務所報告 

・団内協議（公示案・業務指示書案作成準備） 

13 6/28（Sat)  
・資料整理、報告書作成 

・公示案・業務指示書案作成準備 

ティンプー

（米田団員

については

6/22 パロ）

14 6/29（Sun）  

ティンプー→パロ 陸路移動（官団員） 

・現地再委託業務 TOR 予備検討、再委託候補先検討 

・公示案・業務指示書案作成 

・資料整理、報告書作成（コンサルタント） 

パロ（官）

ティンプー

 

15 6/30（Mon）  

パロ→デリー 0730-1030 KB202（官団員） 

・JICA インド事務所報告（官団員） 

・在インド日本大使館報告（官団員） 

・資料収集・整理、報告書作成（コンサルタント） 

デリー→ 0005- TG316（官団員） 

ティンプー→パロ 陸路移動（コンサルタント） 

デリｰ（官）

パロ 

16 7/1（Tue）  

→バンコク-0540（官団員） 

バンコク→成田 0735-1545 TG772（官団員） 

パロ→バンコク 0700-1230 KB120（コンサルタント） 

バンコク→ 2310- TG642（コンサルタント） 

機中 

17 7/2（Wed）  →成田 -0730（コンサルタント）  
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1.4 対処方針 

 

 以下に示す各項目につき協議を実施の上、S/W、M/Mの署名を行う。 

 

（1）ブータン側の主協議者及びS/W署名者について 

 本案件は、DOE局長とBPC社長とを兼務するMr. Sonam Tschering、及びDOE企画・調整部長Mr. Bharat 

Tamagがキーマンとなる。S/Wの協議はMr. Sonam Tscheringとの間で実施することとし、必要に応じてDOE

内外の関係者との意見交換を行うこととする。S/Wの署名者はDOEのMr. Sonam Tscheringとする。 

 要請主体であり、一義的なカウンターパートとなるのはDOEであるが、電力事業に関連する技術的知見を

有する人材を多く擁しているのはBPCであることに鑑み、BPCを共同カウンターパートとすることも念頭に

協議を行い、合意できた場合には、BPCを共同カウンターパートとして位置づけ、S/WにはBPCの代表者から

の署名も徴することとする。 

 

（2）本格調査の実施内容（目的、実施方法、成果品等）について 

1）本格調査の目的について 

 本格調査の目的は、①環境配慮を前提として、世帯単位ではなく村落単位での最適な電力設備拡張・

増強計画、事業実施計画、データベース、維持管理、制度・組織に関する政策提言等から構成される

2020年までの地方電化マスタープランを策定すること、②現地調査の過程で調査・分析作業をカウンタ

ーパートとともに行うことにより、マスタープランの完成後もカウンターパートが自立的かつ継続的に

ローリングプランとして改訂していくことや、地方部に存在する設備の適切な維持管理を実施していく

ことが可能となるように技術移転・カウンターパート機関の協力強化を行うことである。かかる考え方

を説明し、本格調査の目的につき合意形成を図る。 

 

2）パワーシステムマスタープラン策定スケジュールと本格調査スケジュールの関係について 

 本格調査は11月頃開始することとなるが、現在DOEがノルウェー開発協力庁（NORAD：Norwegian 

Agency for International Development）と作業を行っているPower System Master Plan(PSMP)の作業

スケジュール等も確認の上、本格調査実施時期との調整を行う（2003年11月から2005年12月までを本格

調査期間と想定）。 

 

3）マスタープラン内容の確認（成果品） 

 本格調査の成果品として想定されるマスタープランの内容について以下の点を明確にする。 

 

① 目標年度 

 先方が我が国協力に期待するアウトプットは、2020年までの100％電化達成のための全国世帯電化

基本計画の策定であることが確認されているが、本予備調査においても、マスタープランにおける目
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標年度の設定（5ヵ年毎/各年毎等）について先方の意向を再確認する。 

 

② 対象地域 

 要請においては全国を網羅することとしているが、他プロジェクトとの整合性にも十分留意し、本

案件で検討対象とすべき範囲を設定する。特にインド・アッサム州との国境付近への立ち入りができ

ないことが本格調査実施上の制約要因となることを説明し、先方の理解を得る。 

 

③ 計画立案（マスタープラン）の対象範囲 

 2020年を目標年限とした大規模電源開発計画（150ＭＷ以上）及び220kv、132kv、66kvの高圧送電

系統整備計画については、本年中にノルウェー（NORAD）の協力により計画策定がなされる予定であ

り、本格調査においては、地方電化計画の上流計画とされるべき大規模電源開発計画及び高圧送電計

画を与条件として取り扱い、本格調査でのマスタープラン計画立案の対象領域は33kv及び11kvの中圧

配電網とする可能性は高いと考えられる。大規模電源開発計画、既存の送電系統整備計画をどのよう

に取り扱うべきか、という点について先方の意向を再確認する。 

 

④ オフグリッド電化計画の取り扱い 

 極力グリッドによる電化を進めたいというブータン政府の意向は無視できないため、本格調査の重

点はグリッド計画の立案となると考えられる。 

 その一方、人口密度、地形等の条件から、オフグリッドによる電化とせざるを得ない地域も相当程

度存在すると考えられ、グリッド電化の投資効率を議論した上で、オフグリッド電化計画の検討を行

う必要がある。但し、オフグリッド電化計画については、全県の未電化村落を全て実地調査の対象と

して詳細な電化計画を立案することは予算、期間等の制約から現実的ではないことから、代表的な複

数地点についての村落現地調査結果（小水力ポテンシャル、需要原単位、支払可能額、社会･経済指

標等の情報収集・分析）に基づいて、複数の電化手法のモデルプラン（複数のパターン）を作成の上、

かかるモデルプランに基づき全国レベルでの検討を行うという我が方の考え方を説明し、理解を得る。 

 

⑤ 他セクターの開発計画とのリンケージの考慮 

 電化のインパクトを最大化するという観点から、道路、通信、教育、医療、農業等の他セクター

の開発計画とのシナジー効果を念頭に、これらセクターの開発計画を十分踏まえた計画策定を行う

べきであるという我が方の考え方を説明し、先方の理解を得る。併せて、関連開発計画に係る情

報・資料の提供を要請する。 

 

4）技術移転及びキャパシティビルディングの方法について 

 本格調査時の現地作業においてカウンターパートと共同で作業を行うことで電化計画立案に必要とさ

れる技術移転・カウンターパート機関のキャパシティビルディングを図ること、必要に応じて複数名を

日本におけるカウンターパート研修に招聘することが可能であること、インセプション・プログレス・
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インテリムレポート協議時及びドラフトファイナルレポート協議時にセミナーを行うことを提案し、先

方のニーズを確認する。また、本格調査の成果品にマスタープラン改訂マニュアルを含めること等につ

いても先方のニーズを確認する。 

 

5）ブータン側実施体制の確認（関連機関の）担当部署、責任窓口、連携体制の確認 

 要請提出当時の貿易産業省電力局（DOP）は、電力セクター改革により、2002年7月には、政策立案、

計画策定、電力事業実施に係る財源確保、及びブータン電力公社に対する補助金給付等を担当するエネ

ルギー局（DOE）、送変配電設備の整備・維持管理、電力料金徴収、及び設備容量20MW未満の水力発電所

建設・維持管理等を担当するブータン電力公社（BPC）（100％国有）、電力料金に係る許認可等の規制

を担当するブータン電力規制庁（BEA）に分割された。 

要請案件のカウンターパート機関はDOEとなるが、開発調査実施のためには、既存の送変配電設備及び

計画中の送変配電設備に係る正確な理解が必要であること、DOEが策定した計画に基づき事業を実施する

主体となるBPCの積極的な関与が不可欠であることを説明し、先方の理解を得る。 

 また、DOE及びBPC内における担当部署及び責任者が記載されたメンバーリストの提出を要請するとと

もに、本格調査実施時に関連機関からの情報入手、意見交換が可能となるよう要請する。 

 

6）電化計画策定のためのソフトウェアについて 

 グリッド電化計画策定において使用するソフトウエアについての意見交換を行う。調査終了後のF/S作

業（ADBによるTAが想定される）とのデータの互換性、維持管理・操作の容易さを考慮し、活用するソフ

トウェアを検討する。また、本格調査終了後におけるソフトウェアのアップデートについてはブータン

側が実施すべきものであるとの我が方の考え方を示し、先方の理解を得る。 

 

7）ローカルコンサルタント（村落データ収集）の活用について 

 本格調査においては、ブータン国内事情に精通しているローカルコンサルタントを活用する必要があ

るものと思料される。ブータンの地方部村落の大部分は未電化（未電化村落数は約2000）であり、その

データ収集は本格調査に必要不可欠である一方、アクセスの問題等から膨大な時間を要する。現地再委

託による情報収集を想定し、本予備調査において、TOR草案に係る検討、ローカルコンサルタントの調査

実施能力、コスト等に係る情報収集を行う。 

 

8）地図等データの持ち出しについて 

 本格調査は、現地における作業が中心となることを想定しているため、地図等のデータの国外持ち出

しが本格調査実施上の必須条件とはならないと考えられるが、国内作業での利用を想定し、全土をカバ

ーする地図データ（5万分の1）を始めとする諸データの国外持ち出しの可否を確認する。 

 

9）ブータン側の便宜供与事項について 

 本格調査の円滑かつ効率的な実施のために、①什器備品（机、椅子、キャビネット等）を伴うDOE内の
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執務スペース、②移動用車輌、③通信回線（電話、ファックス、及びインターネット接続）が必要であ

ることから、遅くとも本格調査団の現地到着時点には、これらの便宜供与がなされ、必要な執務環境が

整備されている必要があることを説明し、先方の理解を得る。これまで同国で実施した開発調査案件で

の経緯に鑑みれば、S/Wに記載のブータン側Undertakingにおけるローカルコスト負担につき、その負担

が事実上困難となる可能性は否定できない。この点につき確認し、仮に先方より何らかの要望があげら

れた場合は、その旨をM/Mに記載の上、持ち帰り検討するものとする。 

 

10）調査用資機材について 

 本格調査の実施にあたっては、パソコン、プリンタ、コピー機、電話機、携帯電話、ファクシミリ機、

GISソフトウェア、配電系統解析用ソフトウェア等の機材調達が必要となる可能性もある。これら機材の

現地調達の可能性につき事務所からの情報収集等も通じて確認する。 

 

（3）本格調査実施に必要な情報の収集 

 以下の点を中心に情報収集を行う。別添5に示すDiscussion Notesを事前送付し、我が方の関心事項、問

題意識を示すことにより、先方の協議準備を促すこととする。 

 

１） 関連プロジェクトの動向 

 本開発調査に関連するプロジェクトとして以下が挙げられる。 

• 

• 

配電線延伸による地方電化プロジェクト（第3期）（RE-Ⅲ）（ADB） 

Power System Master plan（PSMP）（NORAD） 

 ADBが実施しているRE-ⅢについてはF/Sレポートがまもなく完成する予定である。今回の予備調査にお

いてその動向を把握し、要請案件との整合性が確保されるよう配慮するものとする。なお、本対処方針、

S/W案は、承認後、ADBマニラにも事前送付の上、コメントを求めるものとする。また、PSMPの成果品に

ついては、期限を設定の上、その提供を要請する。 

 

２） 事業化の考え方、財務状況の把握 

 ブータン政府は、地方電化事業の実施について、ADB の TA 及び借款を念頭においた構想を抱いている

可能性が高い。本格調査における事業化の可能性を検討するに際しては、先方政府の考え方が重要な要

素となるため、事業化のための資金調達に係る先方の意向を確認するとともに、JBIC からの団員が中心

となり、ブータン政府との意見交換を行うものとする。 

 また、ADB からのローンだけでは 2020 年までの 100％電化達成は困難であるとの見方もできることか

ら、事業化のための自主財源確保の重要性を説明するとともに、4 年後に完成予定のタラ発電所

（1050MW）等からの売電収入からの財源確保見通し等について聴取するとともに意見交換を行う。 

 

３） 環境配慮事項 
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 ブータンは世界でも10指に数えられるほど生物種密度が高い国であり、貴重な生態系が豊富に存在し

ている。また、小規模の開発行為に至るまで、EIA（Environmental Impact Assessment) やIEE

（Initial Environmental Examination）等の環境評価が適用されており、政府による環境保護政策への

注力が伺われる。このような国を対象とするマスタープランは、電力設備開発上の環境配慮事項を十分

に踏まえたものとする必要がある。また、適切な環境配慮は国際金融機関における借款においても重視

され、計画の事業化の上でも重要である。このような視点より、予備調査においては、世銀、JBIC、ADB

等の国際金融機関におけるガイドライン等を踏まえた上で、ブータン国におけるマスタープラン策定上

考慮すべき自然・社会的環境要素と環境関連法規について情報収集を行う。 

 

４） GISマップの準備状況 

 プロ形調査において、成果品となる長期計画は、データの維持管理、改訂の容易さ等の観点から、GIS

マップを含むデジタル媒体で提供されることが要望されたが、かかる要望に応じるためには、少なくと

も本格調査の開始時点で、配電計画などの作業をGISで行うための前提となるデジタル地形図が調査団に

提供されなければならない。この作業の進捗具合、完成時期を確認するとともに、デジタル地形図は本

格調査団に無償で提供されるべきものであることを説明し、合意を得る。 

 

５） 治安への配慮 

 治安上配慮すべき事項につき、事務所等を通じ情報収集を行う。 

インド・アッサム州で分離独立を求める過激派組織であるアッサム統一解放戦線やボドランド民族民

主戦線などが、インド軍に追われ、ブータン領内に侵入してきており、ブータン南部を移動するブータ

ン人が過激派に襲撃される事件が発生している他、インド軍・治安部隊と過激派との間での武力衝突や、

政府要人に対するテロ事件、他州からの移民に対するテロ事件が発生している。これを背景としてブー

タン南東部（インド・アッサム州との国境付近）には「渡航の是非を検討して下さい」が発出されてい

る。アッサム州との国境に位置する地域での調査は実質上困難であるところ、机上検討を中心とするこ

と等を念頭に治安の観点からも調査のあり方を検討する。 

 

６） 村落データ 

 本格調査で必要となる未電化地域の村落の位置・人口等のデータは基本的にブータン政府から提供さ

れるものであることを説明するとともに、そのデータ整備状況を本予備調査で確認する。その整備状況

如何によっては、本格調査で補足調査を行う必要性も想定され、その実施方法について協議する。 

 

７） 国内向け電力供給に係る方針 

 ブータンにおいては、売電による外貨（インドルピー）獲得は依然として重要な政策課題であり、今

後開発が計画されている大規模電源についてはインドへの売電がメインとなる。国内需要の規模からす

れば、インド向けの売電が国内向け電力供給の制約要因となる可能性は低いと考えられるものの、国内

への電力供給に係る先方の政策について情報を収集する。 
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